
ファイル名:000_1_0356400102106.doc 更新日時:2008/12/18 14:03 印刷日時:09/06/30 6:43 

 

有価証券報告書 
 

 
 

(第  86  期)
自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日

 

株式会社ダイドーリミテッド 

 

E00550 



ファイル名:000_3_0356400102106.doc 更新日時:2009/06/30 6:02 印刷日時:09/06/30 6:43 

 

 

第86期（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日) 
 

有 価 証 券 報 告 書 
 

１ 本書は金融商品取引法第24条第１項に基づく有価証券報告書を、同法第

27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出し

たデータに目次及び頁を付して出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した有価証券報告書に添付された監査

報告書及び上記の有価証券報告書と併せて提出した内部統制報告書・確認

書を末尾に綴じ込んでおります。 

 

 

株式会社ダイドーリミテッド 
 



ファイル名:000_4_0356400102106.doc 更新日時:2009/07/14 15:19 印刷日時:09/07/14 15:19 

目      次 

 

頁

第86期 有価証券報告書 

【表紙】 …………………………………………………………………………………………………………１ 

第一部 【企業情報】…………………………………………………………………………………………２ 

第１ 【企業の概況】………………………………………………………………………………………２ 

１ 【主要な経営指標等の推移】……………………………………………………………………２ 

２ 【沿革】……………………………………………………………………………………………４ 

３ 【事業の内容】……………………………………………………………………………………６ 

４ 【関係会社の状況】………………………………………………………………………………８ 

５ 【従業員の状況】…………………………………………………………………………………９ 

第２ 【事業の状況】………………………………………………………………………………………10 

１ 【業績等の概要】…………………………………………………………………………………10 

２ 【生産、受注及び販売の状況】…………………………………………………………………12 

３ 【対処すべき課題】………………………………………………………………………………13 

４ 【事業等のリスク】………………………………………………………………………………14 

５ 【経営上の重要な契約等】………………………………………………………………………15 

６ 【研究開発活動】…………………………………………………………………………………15 

７ 【財政状態及び経営成績の分析】………………………………………………………………15 

第３ 【設備の状況】………………………………………………………………………………………17 

１ 【設備投資等の概要】……………………………………………………………………………17 

２ 【主要な設備の状況】……………………………………………………………………………17 

３ 【設備の新設、除却等の計画】…………………………………………………………………18 

第４ 【提出会社の状況】…………………………………………………………………………………19 

１ 【株式等の状況】…………………………………………………………………………………19 

２ 【自己株式の取得等の状況】……………………………………………………………………35 

３ 【配当政策】………………………………………………………………………………………37 

４ 【株価の推移】……………………………………………………………………………………37 

５ 【役員の状況】……………………………………………………………………………………38 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】………………………………………………………40 

第５ 【経理の状況】………………………………………………………………………………………45 

１ 【連結財務諸表等】………………………………………………………………………………46 

２ 【財務諸表等】……………………………………………………………………………………90 

第６ 【提出会社の株式事務の概要】………………………………………………………………… 122 

第７ 【提出会社の参考情報】………………………………………………………………………… 123 

１ 【提出会社の親会社等の情報】……………………………………………………………… 123 

２ 【その他の参考情報】………………………………………………………………………… 123 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】……………………………………………………………… 125 

 

監査報告書 

 

内部統制報告書 

 

確認書 





























































































１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,279 2,630

受取手形及び売掛金 3,452 2,946

有価証券 2,520 999

たな卸資産 6,528 －

商品及び製品 － 4,067

仕掛品 － 982

原材料及び貯蔵品 － 517

繰延税金資産 402 173

その他 769 1,005

貸倒引当金 △13 △11

流動資産合計 17,940 13,311

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 40,832 39,826

減価償却累計額 △24,896 △26,182

建物及び構築物（純額） 15,936 13,644

機械装置及び運搬具 5,086 4,383

減価償却累計額 △3,341 △3,038

機械装置及び運搬具（純額） 1,744 1,345

土地 1,535 1,780

リース資産 － 133

減価償却累計額 － △10

リース資産（純額） － 123

建設仮勘定 8 66

その他 987 1,096

減価償却累計額 △696 △795

その他（純額） 290 301

有形固定資産合計 ※１  19,515 ※１  17,261

無形固定資産   

のれん 19 8

リース資産 － 21

ソフトウエア 147 107

その他 269 233

無形固定資産合計 436 370

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２  32,343 ※２  21,336

長期貸付金 － 706

繰延税金資産 78 1,378

その他 2,641 1,779

貸倒引当金 △237 △231

投資その他の資産合計 34,826 24,970

固定資産合計 54,778 42,603

資産合計 72,718 55,914
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,494 2,126

短期借入金 9,092 9,604

1年内返済予定の長期借入金 2,918 ※３  1,250

リース債務 － 37

未払法人税等 1,894 97

繰延税金負債 － 16

賞与引当金 69 69

その他 2,273 1,881

流動負債合計 18,742 15,085

固定負債   

長期借入金 1,875 ※３  625

リース債務 － 116

長期預り保証金 ※１  10,447 ※１  10,246

長期前受金 ※１  1,200 ※１  1,104

繰延税金負債 1,292 434

その他 306 32

固定負債合計 15,122 12,558

負債合計 33,864 27,644

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,891 6,891

資本剰余金 8,796 8,765

利益剰余金 23,790 16,015

自己株式 △2,148 △3,101

株主資本合計 37,329 28,570

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 394 △785

為替換算調整勘定 883 240

評価・換算差額等合計 1,277 △544

新株予約権 87 129

少数株主持分 159 114

純資産合計 38,854 28,270

負債純資産合計 72,718 55,914
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(2) 【その他】 

  

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等 

  

 
  

 

第１四半期 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年６月30日)

第２四半期 

(自 平成20年７月１日 

 至 平成20年９月30日)

第３四半期 

(自 平成20年10月１日 

 至 平成20年12月31日) 

第４四半期 

(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年３月31日)

売上高 （百万円） 6,955 7,698 7,841 8,030 

税金等調整前 

四半期純利益又は 

税金等調整前  

四半期純損失(△) 

（百万円） △184 254 △3,979 △2,053 

四半期純利益又は 

四半期純損失(△) 
（百万円） △330 31 △3,465 △1,184 

１株当たり四半期 

純利益金額又は 

１株当たり四半期  

純損失金額(△)  

   

（円） △9.11 0.86 △97.52 △33.51 
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独立監査人の監査報告書 

平成20年６月27日

株式会社ダイドーリミテッド 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理

の状況」に掲げられている株式会社ダイドーリミテッドの平成19年４月１日から平成20年３月31

日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保

証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表

示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基

礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社ダイドーリミテッド及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。 

  

以  上

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士   太田周二  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士   原 勝彦  ㊞ 
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平成21年６月26日

株式会社ダイドーリミテッド 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理

の状況」に掲げられている株式会社ダイドーリミテッドの平成20年４月１日から平成21年３月31

日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保

証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表

示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基

礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社ダイドーリミテッド及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士   太田周二  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士   原 勝彦  ㊞ 
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＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会

社ダイドーリミテッドの平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報

告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監

査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財

務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に

内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内

部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討するこ

とを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得

たと判断している。 

  

当監査法人は、株式会社ダイドーリミテッドが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統

制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。 

  

以  上

  

  
  

 
  

(注) １ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成20年６月27日

株式会社ダイドーリミテッド 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理

の状況」に掲げられている株式会社ダイドーリミテッドの平成19年４月１日から平成20年３月31

日までの第85期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を

得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、株式会社ダイドーリミテッドの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。 

以  上

  

独立監査人の監査報告書

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士   太田周二  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士   原 勝彦  ㊞ 
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平成21年６月26日

株式会社ダイドーリミテッド 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理

の状況」に掲げられている株式会社ダイドーリミテッドの平成20年４月１日から平成21年３月31

日までの第86期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を

得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、株式会社ダイドーリミテッドの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年５月21日開催の取締役会において、

純粋持株会社体制へ移行することを決議し、平成21年６月26日の定時株主総会において承認され

ている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。 

以  上

  

 

独立監査人の監査報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士   太田周二  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士   原 勝彦  ㊞ 

(注) １ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

─ 130 ─



 
  

【表紙】  

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月29日 

【会社名】 株式会社ダイドーリミテッド 

【英訳名】 DAIDOH LIMITED 

【代表者の役職氏名】 取締役社長 安江 惠 

【最高財務責任者の役職氏名】      － 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区外神田三丁目１番16号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社名古屋証券取引所 

  (名古屋市中区栄三丁目８番20号) 



代表取締役社長 安江 惠は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企

業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制

の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに

準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用している。  

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目

的を合理的な範囲で達成しようとするものである。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の

虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。  

  

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成２１年３月３１日を基準日として行わ

れており、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

した。  

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の

評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定している。当該業務プロセ

スの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす

統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制

の有効性に関する評価を行った。  

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、会社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、財務報告

の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定した。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要

性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、会社並びに連結子会社７社及び持分法適用

会社１社を対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価

範囲を合理的に決定した。なお、連結子会社６社については、金額的及び質的重要性の観点から僅少であ

ると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めていない。  

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高（連結会社間

取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２／３以上に達し

ている２事業拠点を「重要な事業拠点」とした。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に

大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象とした。さら

に、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記

載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を

行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセス

として評価対象に追加している。  

  

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

した。  

  

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】



該当事項なし 

  

該当事項なし 

  

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月29日 

【会社名】 株式会社ダイドーリミテッド 

【英訳名】 DAIDOH LIMITED 

【代表者の役職氏名】 取締役社長 安江 惠 

【最高財務責任者の役職氏名】      － 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区外神田三丁目１番16号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社名古屋証券取引所 

  (名古屋市中区栄三丁目８番20号) 



当社代表取締役社長 安江 惠 は、当社の第86期(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)の

有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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